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厚生労働科学研究費補助金制度の概要 

 

１．厚生労働科学研究費補助金制度の概要 

１）研究費の目的 

厚生労働科学研究費補助金は、「厚生労働科学研究の振興を促し、もって、国民の

保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関し、行政施策の科学的な推進を確

保し、技術水準の向上を図ること」を目的とし、独創的又は先駆的な研究や社会的

要請の強い諸問題に関する研究について競争的な研究環境の形成を行いつつ、厚生

労働科学研究の振興を一層推進するものである。 

厚生労働科学研究は、研究及びエビデンスの結果を施策に反映させ、また施策の

成果をエビデンスとして把握し、国民の健康・安全確保を推進することを目指して

実施されている。（図１参照） 

 

 

図１．厚生労働科学研究と施策の関連性 
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２）厚生労働科学研究費の経緯 

厚生科学研究費補助金制度は昭和 26 年度に創設された。昭和 26 年度に厚生行政

科学研究費、昭和 36年度に医療研究費、昭和 59年度に対がん 10ヵ年総合戦略経費、

昭和 62 年度エイズ調査研究費、平成 10 年度に厚生科学研究費補助金取扱規程、取

扱細則決定などの制度の整備を経て、平成 14 年度から厚生労働科学研究費補助金に

改称した。 

 

３）厚生労働科学研究の４分野 

厚生労働科学研究費補助金の研究事業は、行政政策研究分野、厚生科学基盤研究

分野、疾病・障害対策研究分野、健康安全確保総合研究分野の 4分野に大別される。

各分野の予算額の割合は、平成 21年度予算においては、図２－１に示すように、行

政政策研究分野が約 3％、厚生科学基盤分野が約 27％、疾病・障害対策研究分野が 

61％、健康安全確保総合分野が約 9％を占めていた。 

なお、平成１８年度以降の予算額の割合の推移は、図２－２に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-１．分野別予算額の割合（平成２1年度予算）

疾病・障害対
策研究分野

61%

健康安全確
保総合研究

分野
9%

行政施策
研究分野

3%

厚生科学基
盤研究分野

27%

総額：48,352,717 千円 



 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

疾病・障害対

策研究分野

54%

健康安全確

保総合研究

分野

12%

行政施策

研究分野

2%

厚生科学基

盤研究分野

31%

厚生科学基

盤研究分野

30%

行政施策

研究分野

3%

健康安全確

保総合研究

分野

12%

疾病・障害対

策研究分野

55%

厚生科学基

盤研究分野

30%

行政施策

研究分野

3%

健康安全確

保総合研究

分野

15%

疾病・障害対

策研究分野

52%

平成２０年度 

総額： 

42,765,401千円 

平成１９年度 

総額： 

42,788,935千円 

平成１８年度 

総額： 

42,789,535千円 

図２－２．分野別予算額の割合の推移 
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４）研究の課題設定と公募 

厚生労働科学研究費補助金制度では、平成 21 年度には 14 の研究事業において、

それぞれの研究事業ごとに、国民の健康、福祉、労働面の課題を解決する目的志向

型の研究課題設定を行い、その上で、国内の試験研究機関等（国公私立大学、国公

立・民間研究機関等）に属する研究者、又は法人を対象として、原則として公募に

より研究課題を採択した。 

 

５）予算額及び採択件数の推移等 

 厚生労働科学研究費補助金予算額（推進事業費を含む）は、厚生労働省の科学技

術関係予算のほぼ 3 分の 1 を占め、平成 21年度予算は 484 億円、平成 14 年以降毎

年 1,400課題程度の研究を実施しており、平成 21年度は 1,548課題の研究を実施し

た。 

 

  図３－１ 予算額の推移 
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６）各研究事業の予算額に占める構成割合 

厚生労働科学研究の予算額 484 億円（推進事業費を含む）における各研究事業の

占める割合は図４のとおりである。 

  

図３－２ 採択件数の推移 

 

図４ 各研究事業ごとの当初予算額の割合（平成 21年度） 
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７）研究費金額階層毎の研究費予算全体に占める割合、採択数等 

 

図５ 各金額階層の研究費全体に占める割合（金額ベース） 

 

 

 

図６ 研究費額階層毎の平成 21年度採択課題数 

注：図５，図６ともに直接研究費を集計 

(単位：千円) 

(単位：千円) 
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予算に占める割合は、10,000千円から 30,000千円台が 4割以上を占め（図５）、

課題の採択数では、5,000千円以上 20,000千円台までの課題の採択数が２／３近

くを占める（図６）。 

 

 

 

図７ 研究事業ごとの１課題当たり平均研究費額（直接研究費）（千円） 

 

平成 21年度の１課題毎の平均額は、研究事業毎に異なっており、図７に示される

配分となっている。実験的な内容を含む研究事業では、それ以外の研究事業と比較

して研究費額が大きくなる傾向がある。 

平成 21 年度の厚生労働科学研究費の研究課題１課題当たりの研究費額は平均

27,751千円（間接経費を含む）である。（８頁参照） 
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２．申請課題の評価 

１）公募課題の決定手順、決定について 

公募課題については、各研究事業の評価委員会において課題の検討を行い、その

意見を基に、各研究事業を所管する部局の科学技術調整官が厚生科学課（プログラ

ムオフィサーを含む）と調整の上、課題の選定を行い、厚生科学審議会科学技術部

会において審議、決定する。公募課題は、行政施策の科学的な推進、技術水準の向

上のために必要性の高いものについて検討することとしている。 

 

２）研究課題の評価 

厚生労働科学研究費補助金の評価は、「厚生労働省の科学研究開発評価に係る指

針」、「厚生労働科学研究費実施要項」に基づき行われる。 

研究の透明性の確保と活性化及び公正な執行を図ることを目的とし、研究課題ご

とに、事前評価委員会、中間・事後評価委員会を設置している（委員：10～15名程

度）。なお、評価委員名簿は、ホームページ上で公開している。 

提出された研究開発課題は、各研究事業の評価委員会において、専門家により、

専門的・学術的観点と行政的観点から評価を行っている。 

また、書面審査を基本とし、各評価委員会の判断によりヒアリングを実施してい

る。（図８参照） 

 

３）評価の観点 

それぞれの研究事業の評価委員会において、次に掲げる観点から評点を付け、評

価を行っている。 

３－１）事前評価 

１．専門的・学術的観点からの評価 

 ①研究の厚生労働科学分野における重要性 

 ②研究の厚生労働科学分野における発展性 

 ③研究の独創性・新規性 

 ④研究目標の実現性・効率性 
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 ⑤研究者の資質、施設の能力 

２．行政的観点からの評価 

 ①行政課題との関連性 

 ②行政的重要性 

 ③行政的緊急性 

３．総合的に勘案すべき事項 

 ①研究の倫理性（倫理指針への適合等） 

②エフォート等 

 ③研究実績の少ない者（若手等）への配慮 

３－２）中間評価 

１．専門的・学術的観点からの評価 

 ①研究計画の達成度 

 ②今後の研究計画の妥当性・効率性 

 ③研究継続能力 

２．行政的観点からの評価 

 期待される厚生労働行政に対する貢献度など 

３．総合的に勘案すべき事項 

 ①研究の倫理性（倫理指針への適合等） 

 ②今後の展望等 

３－３）事後評価 

１．専門的・学術的観点からの評価 

 ①研究目的の達成度（成果） 

 ②研究成果の学術的・国際的・社会的意義 

 ③研究成果の発展性 

 ④研究内容の効率性 

２．行政的観点からの評価 

 期待される厚生労働行政に対する貢献度など 

３．総合的に勘案すべき事項 

 ①専門学術雑誌への発表、特許の出願状況等について 

 ②今後の展望 
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図８ 厚生労働科学研究費の評価システム 
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　③研究実績の少ない者（若手等）への配慮

厚生労働科学研究費の評価システム

 

厚生労働省 
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３．その他の取組事項 

１）倫理指針の遵守等 

各府省や学会の定める倫理指針に適合しているか、又は倫理審査委員会の審

査を受ける予定であるかを確認する等により、研究の倫理性について検討して

いる。 

なお、医学研究に係る厚生労働省関連の指針については、ホームページで公

開している。 

２）被評価者に評価結果を通知（平成 10年以降） 

３）若手研究者への配慮 

研究の評価にあたっては、これまで研究実績の少ない者（若手研究者等）

についても、研究内容や計画に重点を置いて的確に評価し、研究遂行能力を

勘案した上で、研究開発の機会が与えられるように配慮するよう指針で定め

ている。一部の研究事業において若手研究者（当該年度 4月 1日現在で満 39

歳以下※）を対象とした枠を設定している。 

※ 平成 21年度公募より、当該年度 4月 1 日現在で満 39歳以下とした。 

４）間接経費の計上 

  平成 21 年度公募では、1,000 万円以上の新規研究課題を対象に研究費の

30％の間接経費を導入している。 

※ 平成 22 年度公募より、すべての新規研究課題を対象に研究費の 30％

の間接経費を導入している。 

  ・平成 21年度（実績）：59億円 

５）大学院博士課程学生への支援 

  研究者を対象とした制度であり、大学院生への支援措置はないが、実験補

助等に対する賃金を支払うことは可能としている。  

 

 



 

13 

 

４．申請と採択の状況 

平成 21 年度実績では、課題の採択率（新規、継続合わせて）は、約 52.9 %とな

っている。（８頁表参照） 

新規課題 応募  2,053件 採択 683件 （採択率 33.2 %）  

継続課題 応募   871件 採択 865件 （採択率 99.3 %）  

 

５．厚生労働科学研究の推進事業 

１）外国人研究者招聘事業 

 当該分野で優れた研究を行っている外国人研究者を招聘し、海外との研究協力を

推進している。 

２）外国への日本人研究者派遣事業 

 国内の若手日本人研究者を外国の研究機関及び大学等に派遣し、当該研究課題に

関する研究を実施することにより、わが国における当該研究の推進を図っている。 

３）リサーチレジデント事業（若手研究者育成活用事業） 

 主任又は分担研究者の所属する研究機関に当該研究課題に関する研究に専念する

若手研究者を一定期間（原則 1 年、最長 3 年まで延長）派遣し、当該研究の推進を

図っている。将来のわが国の研究の中核となる人材を育成するための事業を行って

おり、年間 300名以上を派遣している。 

４）その他 

 研究成果発表会や、研究事業毎のパンフレット作成等を行っている。 
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６．公表に関する取組 

１）研究事業に関連する情報の公表 

厚生労働省ホームページ上で、次の事項を公開している。 

・事業概要、募集要項、評価指針 

・評価委員会委員名簿 

・採択研究課題名、主任研究者、交付金額 

２）研究成果の公表 

研究報告書を厚生労働省図書館、国会図書館、国立保健医療科学院等に配布し、

保管・公表するほか、国立保健医療科学院ホームページ上で、研究課題、研究者名、

研究成果（報告書本文等）を含み、検索も可能な厚生科学研究成果データベースを

公開しており、毎月約 2万件程度のアクセスがある（図９）。 

 

 

図９.厚生労働科学研究成果データベース 
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各研究事業の概要  
評価対象である 4研究分野 14研究事業の各研究事業は、次のとおりである。 

研究分野 研究事業 研究領域 
平成 21年度 

予算額（千円） 

申請件数 

（件） 

採択件数 

（件） 

Ⅰ．行政政策 
１．行政政策 

政策科学総合 332,304 112 51 

地球規模保健課題推進 481,920 39 22 

２．厚生労働科学特別研究 422,350 28 28 

Ⅱ．厚生科学

基盤 

３．先端的基盤

開発 

再生医療実用化 539,674 90 23 

創薬基盤推進 3,957,185 120 82 

医療機器開発推進 2,429,457 181 55 

４．臨床応用基

盤 
医療技術実用化総合 6,181,945 175 88 

Ⅲ．疾病・障

害対策 

５．長寿・障害

総合 

障害保健福祉総合 221,047 64 34 

感覚器障害 381,481 52 19 

長寿科学総合 720,290 90 43 

認知症対策 349,300 55 20 

６．子ども家庭総合 483,534 56 23 

７．第３次対が

ん総合戦略 

第３次対がん総合戦略 3,657,857 
236 132 

がん臨床 2,176,912 

８．生活習慣

病・難治性疾患

克服総合 

循環器疾患等生活習慣

病対策総合 
2,020,800 187 80 

腎疾患対策 292,500 24 3 

免疫アレルギー疾患等

予防・治療 
1,314,339 119 51 

難治性疾患克服 10,000,000 437 275 

９．感染症対策

総合 

エイズ対策 1,771,398 68 47 

肝炎等克服緊急対策 1,839,375 82 44 

新型インフルエンザ等

新興・再興感染症 
2,616,676 94 51 

１０．こころの健康科学 1,616,270 155 73 

Ⅳ．健康安全

確保総合 

１１．地域医療基盤開発推進 734,566 172 74 

１２．労働安全衛生総合 142,406 36 19 

１３．食品医薬

品等リスク分

析 

食品の安心・安全確保推

進 
1,531,308 70 59 

医薬品・医療機器等ﾚｷﾞ

ｭﾗﾄﾘｰｻｲｴﾝｽ総合 
611,168 112 85 

化学物質リスク 1,117,844 46 26 

１４．健康安全・危機管理対策総合 408,811 54 41 

注）「指定研究」を含む 

（参考資料） 
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各研究事業の論文数、学会発表件数等 

研究

分野 

研究

事業 
研究領域 

原著論文（件） その他論文（件） 学会発表（件） 
特許等 

（件） 
その他（件） 

和文 英文等 和文 英文等 国内 国際 
出願・ 

取得 

施策に 

反映 

普及・ 

啓発 

Ⅰ． 
１．  

政策科学総合 49 40 57 0 90 27 0 2 47 

地球規模保健

課題推進 
104 431 42 26 528 234 5 2 7 

２．厚生労働科学特別研究 4 6 14 1 20 12 0 15 49 

Ⅱ． 

３． 

再生医療実用化 9 95 20 1 171 68 15 0 0 

創薬基盤推進 132 1342 171 32 1618 616 46 7 35 

医療機器開発推進 36 445 107 20 744 335 70 1 25 

４． 
医療技術実用

化総合 
161 431 274 94 493 243 15 7 75 

Ⅲ． 

５． 

障害保健福祉総合 32 30 39 2 50 9 0 7 31 

感覚器障害 8 74 30 4 142 74 21 0 2 

長寿科学総合 107 322 113 13 562 159 19 5 30 

認知症対策 14 84 229 37 188 85 1 10 48 

６．子ども家庭総合 67 86 95 1 252 54 0 16 1303 

７． 

第３次対がん

総合戦略 281 2313 1455 266 3114 1048 78 14 179 

がん臨床 

８． 

循環器疾患等生活

習慣病対策総合 
164 614 669 15 793 188 7 13 102 

腎疾患対策 25 55 16 0 21 3 0 0 0 

免疫アレルギー疾

患等予防・治療 
94 538 192 146 889 230 31 0 13 

難治性疾患克服 571 1987 1126 122 2893 959 66 12 421 

９． 

エイズ対策 39 442 135 7 1047 207 7 18 20 

肝炎等克服緊

急対策 
36 992 88 4 680 427 23 5 44 

新型インフル

エンザ等新

興・再興感染症 

283 583 216 49 1013 278 9 22 31 

１０．こころの健康科学 162 399 497 44 648 211 5 13 303 

Ⅳ． 

１１．地域医療基盤開

発推進 
126 119 121 3 362 76 3 10 23 

１２．労働安全衛生総合 6 4 12 2 45 3 1 2 5 

１３． 

食品の安心・安全

確保推進 
35 173 72 9 316 96 2 12 102 

医薬品・医療機器

等ﾚｷ゙ ｭﾗﾄﾘー ｻｲｴﾝｽ

総合 

222 451 384 150 94 452 16 50 193 

化学物質リスク 277 196 19 1 487 165 12 0 2 

１４．健康安全・危機管

理対策総合 
114 182 120 4 346 100 1 37 33 

 


